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金 融 政 策 の 理 論
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金本位制度の自動調整作用

管理通貨制度の自動調整作用

通貨主義対銀行主義(通 貨政策)

金融政策の短期的課題

金融政策の長期的課題

む す び

は し が き

金融政策 の短期的な 目標は金本位制度 の調整作用に よって 自動的に達成 さ

れ る と考 え られ てい たが,今 日の金融政策の課 題は 自動 的調 整i作用に代 る政

策を見 出す点にあ るといって よいであろ う。

最近は経済成 長に伴 って長期 的な金融政策の効果が注 目されて きたが,日

本経済 の現実に 照 らしてみ るとき 経済成長 の 主体は 産業 にあ るのであ るか

ら,旧 来的なモ ネ タ リーサイ ドの ワク内ばか りで な く,産 業 の体質 を真に強

め る よ うな財政金 融一位 の対策を講ずべ きであ って,金 融 政策 の基本的 な再

検討 の必要性が意識 され てい るので ある。

したが って金融政策 の課題 を短期 的な課題 と長期的 な課題 とに分けて検 討

す ることにすべ きであ ると考 え る◎

1.金 本位 制度 の 自動調 整作用

古典派 の経済学者は経済活動 の 目的 を国民経済 の消費に求めて,生 産 ・分

配 ・交換 について論 じてい るが,古 典派経済学 の主張は,非 常に精 密な数 学
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的静態均衡概念に もとついてい る ものではな く,自 由な個人の創意を無限に

発揮せ しめ る 自由経済の体制 の実現にあった とみ て よい。それ故に近代 理論

の研究 と分析は,古 典派の 自由経済の体制 を よ り深 く進め ているが,そ の理

論 としての経済 分析に対 しては,今 一度古典派 の政策理論 の基準を想起す る

必要が ある と痛 感す る次第 であ る。

金本位制度 の 自動調整作用は,自 由経済 の体制 に対す る信頼,す なわ ち,

消費者 の選択 の 自由 と生産者に とっての選択 の 自由 とに よって機能 され るか

ら,そ の機能 は市場 メカニズ ム と自由競争 の力に よって もた らされ る と考 え

られ てい る と判 断 され るのであ る。

金本位制下に あっては,銀 行 の貸 出可能量 は,金 の存在量に よって制 限 さ

れていたのであ るか ら,貨 幣利 子は運転 資金 に対す る需要 と供給 とを均衡せ

しめ る価格で あった 。

通貨主義 に よれ ば貨幣 として もっ とも完 全な ものは正貨 であ り,正 貨のみ

が流 通す る貨幣制 度を理想的であ る とみ る結果,金 の 自動的調整作用を通 じ

て各 国の物価の安 定 と国際収 支の均 衡 とが達せ られ るとみてい るのであ る。

この考 え方に よれば,正 貨 のほか に銀行券が流通 してい る場合であ って も,

金 の国際間におけ る流 出入に応 じて貨 幣量 の増減 を引 き起 こす よ うにな らな

ければな らない。そ のためには発券銀行 を して,発 行銀行券 と同額 の正貨準

備 を保有せ しめ る全 額正貨準備制度でな くて はな らない。

銀行 主義においては,銀 行 預金 の存在 が正貨や銀行券 と同様に物価 に影 響

を与 える もの と考 え るか ら,し たが って金 の退蔵 について も同様に考えて,

通貨主義の説 く金 に よる貨幣量 の統制 の有効性 を否定 して,銀 行は確実 な商

業 手形を割 り引 くことに よって銀行券が発行 され る限 り,取 引きの必要量 を

越 えて銀 行券が発行 され ることは あ りえない,と 主張す るのであ る。

通 貨主 義に よれば国際間 に配分 された金に基づ いて銀行 券が供給 され,銀

行 主義に よれ ば生産物 の生産 も しくはそれに よって振 り出 された手形 に基づ

いて銀行券が供 給 され る もの と解 され,両 主義 の見解は,た がいにあい対す
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る ものの よ うに理 解 され ていた のであった。それ故に通貨主義対銀行主義 の

論争 においては,景 気 の消長を巡 っていろい ろな論議が提起 されてい る こと

は周知 の通 りであ る。

古典派経済学者 の大多数は金属貨幣を支持 した が,リ カー ドや通貨主義者

は紙幣発行 の厳重 な取締 りに賛成 した。 これに対 して ツークや銀行主義者は

自由な銀行券 の発行 を 支持 したのであ る。 しか し 通貨主義者 も 銀行 主義 者

も,貨 幣お よび信用 に関す る問題 の重要性 を充 分に認識 していたが,通 貨の

供給 や規制 については両者の意見が分かれ ていたのみで政策一般 に対 す る態

度 として,そ れ 以上には発展 しなか ったので あ る。

古典派 の人び とは政策理論の基準を効用 の原理 に求めて,法 律 も制 度 も行

動 もこの基準に よって判断す るか ら,目 的について も手段について も個人主

義者であ った。それ故 に私有制 度 と市場 の メカ ニズ ムは,消 費について 自由

選択制度 を確 立す るための必要な生産組織 であ る。そ して この個人主義的生

産組織が充分に機能す るためには,法 律 と秩序 の制度 と国家機能 との複合体

が前提 とされてい るのであ る。従 って自由経済の体制 については,個 人的 自

由を社会的幸福に役 立たせ るため のルールの体系の もとに生産組織 が構成 さ

れ てい ると考 えてい る。

古典派 の 自動調整作 用は 物価 と金利 に 反映 され て 国内経済 に 不均衡が生

じ・そ の国内経済 の不均衡が国際収 支の変化 を通 じて 自然に国内経済 の不均

衡を正 し,そ の結果 国際収支 の均衡 を回復す ると考えてい るか ら,金 融政策

と しては均衡回復作用 を営 んで い る金利 の動 向に追随 して,金 融政策 を運 用

して金融調節 を しておれ ば よか ったので あった。従 って金本位制下 の政策 の

基本理論は通貨主義理 論であ ることは説 明を要 しない。

2.管 理通貨制度 の 自動調整作用

今 日の金融政策は古典的 な経済 の 自動 調整作 用に充 分注意 を払い,経 済 の

自律的均衡回復 力に 従 って 運用すべ きで あ るが,そ れだけでは 不充分であ
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金の束 縛を脱 して通貨 の数量 を物価安定を 目指 して人為的に管理す るにつ

れ,資 本主義経済が 金 本位制下 の如 く 自由主義 的に 円滑 に 推移 しな くな る

と,金 融政策 の手段 とされ るものが通貨量だけでな く,財 政が金融を補 うも

の と して財政 々策 と金融政策が密接 な関係を もつに至 って,通 貨の量 だけで

な く投 資の量や質 を問題 とす るに至 った。

今 日では経済成 長が完全雇用や物価 の安定 と並 んで重要な経済政策の 目標

と考 え られ るか ら,成 長促進 のため の財政金融政策の有 効性 と限界 について

充分 な検討 を加 えなければな らない。

管理通貨制度 の もとで は,貨 幣当局 は必要 に応 じてあ る程度 自由に国内通

貨 の供給 を増減す ることはで き るが,し か し金 ・外貨 を 自由に創 出す ること

はで きないか ら,そ こで 国際収支が悪化 して金 ・外貨が継続 的に流 出す る場

合 には,貨 幣当局は金融を引締 めざるをえない。そ の結果有効需 要が減少 し

失業 の増大 は避け られな くな るのであ るが,現 下の固定為替 レー トの もとで

は貨 幣当局が 自由に金融政策を行ない うる余 地は少ないか ら,金 融政策は 国

際収支 の動 向に よって左右 され るに至 るので あ る。

戦後IMF体 制 が登場 したのであ るが,IMF体 制 では為 替 レー トにつ い

ては金為替本位制 度下 と異な らないか ら,現 下 の体制 の もとで国 々の為替 レ

ー トが妥当 な水準に決め られていない場合は,国 内金融は 国際均衡 と矛盾 を

生 じて完全雇用 を達成 す ることがで きな くな る。そ の結果金融政策 を有効 な

らしめ るた めには,金 融政策 の特徴 か らくる影響 を特に考 え ることが必要 と

な る。

管 理通貨制度の政策 の基本理論 としては通貨 の供給は金 に よって規定 され

ない のであ るか ら,財 貨 の側 に導 かれ る結果銀行主義理論に よって行なわれ

るべ きであ る。

管 理通貨制度の体 系に従 って通貨制度の構造は如何に要求せ られ るであろ

うか 。金本位制 度においては,金 に よって調整 され 同時に財貨 の動 きに よっ
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て調整 され ていた のであ ったか ら,通 貨は全流 通経済 の体系 に よって規定 さ

れ,金 は規準を あたえ るに す ぎなか ったのであ る。 管 理通貨制 度において

は,銀 行主義理論 に よって通貨供給 を行 ない物価水準の安定 を 目標 と して管 豊

理す るのであ る。

経済的 自由主義 に よる均衡達成 が最 良であ ることは ケイ ソズ も認 め るので

あ るが,古 典派 の前提 と した あ らゆ る弾力性 が失われ たのであれば,長 期 の

不均衡 の与 え る影響には堪 ええないのであ るか ら,均 衡 回復 を阻止す る作用

を除 去す るた めに新 しい均 衡への途を求 め る必要を生 じた ので ある。そのた

め に ケイ ンズは この新 しい途 において通貨主義 と銀行主 との調和を見 出そ う

と努力 した。通貨主義の問題 点は,国 際均衡 と対 内均衡 とが 同時達成可能 と

考 え るところにあ り,銀 行主義 の問題点は,生 産に要す る時間 と種類 が消費

と一 致 しないがた めに,市 場 におけ る需要に応ず ることが価格水準 の安定 と

な りえない ことにあ るので あ る。

そ こで ケイ ンズは速かに繁 栄への途 を開 くために,貯 蓄 と投資の均等の条

件を求めたのであ る。 しか し不 況の部分的 回復 は政策な しの時の経過 に よっ

て期待す る ことがで きるけれ ども,そ の完全 回復 は容易に望む ことがで きな

か ったか ら,貯 蓄 と投 資 との不均 等は利潤 または損失の発生を意味す るとこ

ろか ら,そ の不均 等を排除す ることを管理通貨制下の貨 幣政 策の基準 と した

のであ る。

3.通 貨主義対銀行主義(通 貨政策)

通貨 主義 の 自動調整作用 については,現 在 の如 き混合貨幣制度下の場 合 も

全額正貨準備制度が理想で あ る ことは前述 した通 りで あるが,現 実 に国際資

本移動 に関 しては19世 紀 のイギ リス経済 の実際は理論 と一 致 したけれ ども,

対 内経済 の面では理論 と実際は一 致 しなか った のであ る。す なわち古典派 の

学者 のいわゆ る完 全雇用 とは,資 本の完全雇用 であって労働力 の完全雇用で

は なか ったか ら,国 際収支 の赤字 はいろいろの原 因で起 るで あろ うが,そ の
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対 策は デフ レーシ 。ソ対策 となるのであ るか ら,不 均衡 の過程で失業 を生ず

る結果 とな り,均 衡 回復 対策は失業 を生み 出す ことにほか な らない。

19世 紀におけ るイ ソフ レーシ 。ン対 策は金本位制 度を維持す る政策 を とっ

たか ら,金 価格 を維持 し免換を履行す る ことで よい と考 えたが,そ の後 ピー

ルー派 の恐慌頻発問題 に対す る見解 の誤 ま りを整理 して 自動 調整作用 を意味

づけ るために,ジ ョン ・スチ ュアー ト ・ミルの相互需 要説 があ らわれた ので

あ った。

1925年 以後通貨政策は非常に大 きな変 化を遂 げ,通 貨政策 の 目標は恐慌の

発生 を防止す る こととな り,物 価 の安定 が通貨政策 の 目標であ る ことは今 日

も昔 と変 りはない とはいえ,金 本位制度 の時代 とは異な った視角か らと らえ

られね ばな らな くな った。各国が管理通貨制 度に移 ってか らは,物 価 の安定

が経済の安定 を意味 し うるかが疑 問 とな るに お よんで,物 価の安 定の外に生

産費 ・生産量 ・雇用量 等の変化 に注 目 して,投 資 と貯蓄の均等に政策の 目標

を求 め,資 本 と しての貨幣 の作用に着 目す るに至 った ので ある。

銀行主義に よる政策手段 は,実 物経済が先行 して貨 幣経済 の変化 がそ れに

追随せ しめ ることにあ るのであ る。信用 の供給 に対す る規制 が通貨主義的 で

あれば,信 用に対す る 需 要の規制が 銀行主義的 で あ るといって よいで あろ

う。通貨に対す る需要 の変動は景気循環 と結びついてい るのであって,設 備

投 資需要が財 の供給能力を増大せ しめ,そ の供 給の変動が有効需要 との相互

関連 におい て景気循環を生ぜ しめるか らで ある。

前述 の如 く,金 本位制 度下の金融政策 はそ の まま通貨政策 であ り,通 貨 と

物価 の 自動調整作用を背景 とす る政策 の基本原理は通貨主義 であ った。通貨

主義 に よれば国際間に配 分 され た金に基づ いて通貨が供給 され るか ら,国 際

経済 の面に対応 し,銀 行 主義に よれ ば 生産に 基づ いて 通 貨が供 給 され るか

ら,対 内経済の面 に対応 した のである。 しか し第1次 大戦後 国内金融重視に

変 り,経 済 政策の 目標 は財政 々策 を導入 して完全雇用 ・適正成 長 ・国際収支

に重点をお くに至 った。通貨は財貨に対 して供 給 され,経 済循環の均衡的な
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流 れに従 って,財 貨 の生産 ・交換 ・分配 ・消費 ・投資に よって管理す るに至

り・銀行主義 を 生産物の生産に 基づいて通貨を 供 給す る もの ≧ 解す うとき

は,銀 行主義の 中に通貨主義が全 く包含せ られ る結果 とな ったので あ る。す

なわち要素費用 や原材料 の支払資金(運 転資金)の 供 給が,財 貨生産 と貨幣

造 出の平行 関係に よって貫かれ る場合には,通 貨主義的銀行 券の発行 は外国

為 替手形 の割 引に よる輸 出生産物 の生産 のために発行 され るので あ る。

従 来通 貨政策は 中央銀行が公定歩合を操作 して貨幣量 と物価 を規制す る こ

とであ る,と されていたが,現 在通貨政策の重点は貨幣 の供給 を調節す る こ

とに移 って きた。

ケイ ソズ革命以後,国 民総生産 や独立投資が理論の上で重 ん じて,乗 数理

論や加速度原理 が脚光を浴 びるに至 ったが,し か し古 典派 的二 分法の考 えの

如 く実物経済 と貨 幣経済 との間に所 得理論 のみを と りあげて,通 貨理 論を放

棄 して しまってはいけない。通 貨の機能 を再発見 し通貨政策を復活 して,貨

幣数量 説の再述や通貨変動が物価変 動に影響 を与 え ることを訴え,金 融経済

構 造にそ くした新 しい通貨理論 のなかに所 得理 論を融合 して,新 古典主義,

新 自由主義へ の道が 開かれ てゆ く(古 典派理 論 とケイ ソズ理論 との綜合へ の

道)理 論づけを見 出 してほ しい ことを念願す る次第であ る。

4.金 融政策 の短期的課題

金融政策の 目標 を国際収 支の均衡 を図 り,金 準備を守 ることに力点をお く

時は,金 本位制 度の 自動 調整作用 に立 脚 しなが ら中央銀行が公定歩合 を上げ

下げすれば よいのであるが,国 際均衡に重点をおいた ものであ ったか ら,国

際収支の均 衡や外国為替相場の安定は期待で きたが,国 内の物価 の変動 や恐

慌に対 して弾 力的に対 処す る ことがで きなか った。

金 融政策 の短期的 な課題が,物 価 の安定 ・国際収 支の均衡 ・完全雇用 とい

う三 つの 目標 の同時達成 に存す るのであれぽ,自 動的調整作用 の補完 ない し

政 策 と して有効需要政策を誤 る こζな く行 な うこζが必要であ る9
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公定歩合 の変 更 ・法定準備率の変 更 ・証券の オペ レーシ ョソ ・証拠金率 の

変更 な どに よって貨幣 や流動資産(各 種有価証券,貯 蓄預金 等)の 需給に影

響を与 えて間接に有効需要 の大 き さを コ ン トロールす るので あ るが,も ち ろ

ん金融政策 のみで三 つの 目標 の同時達成 がな され るもので はない 。

企業 の流動性 資産保有増加 と財政面か らの資金供給増加は,金 融機関貸 出

の量 的調節 を通 ず る金融政策 の効果を相対的に低 め るもので あ り,高 水準 の

企業 流動性資産は政策 の弾力的運用 を高 める ことを可能にす るのであ る。従

って金 融政策を これに対処せ ん と して運用すれ ぽ,企 業 の流動性選好に心理

的 な影響 を与 えて政策の効果をあげ,そ の政策効果 をあげ るためには政策手

段 の整備 が必要 とな るのであ る。現代 の社会は混 合経済で あるか ら,特 に有

効需 要の適切 な水準を維持す ることが義務づけ られてい る点 を注 目せね ばな

らな い。

従 って シカゴ学派 の人 々は政策の一定の客観 的ル ールに従 って 自動 的に調

整が行 なわれ る よ うな体制 を確立す ることが 望 ましい と考 え,フ リー ドマ ン

は確実 に コ ソ トロールす る ことので きる貨幣 の供給量を適正 な経済成 長率 に

合わせ て増加せ よと主張 している。 この考 えは金本位制 度の 自動的調整作用

に代 る 自動的安定 装置 を建設す るもので あるが,ケ イ ンズの説 いた消費性 向

の安定性 に裏付 け られた乗数効果 よ りも彼 は通貨 の回転率 の方が よ り安定 的

で あ ると説いて,現 金残高効果 こそ は通貨 の機能を所 得理論に結 びつけた も

ので あ ると考 えた。

ガー レイや シ ョウの金融構 造の変 化の分析は,フ リー ドマ ソ的数量説 の主

張に対 して 通貨 の機能 を 広範 な資産選択の 問題 と して とらえる 考 え方 であ

り,フ リー ドマ ソの恒常所 得仮説 は,総 資産 の指標 と しての恒 常所 得を導入

した資産選択理論で ある。 これ らの人 々は通貨 と資産 を並列 して対置 して醐

択せ しめてい るので あ るが,ケ イ ソズは流動性 選好説 において資産 と しての

通貨 と確定利付証券 との選択を問題 に してい るか ら,ケ イ ソズの考 え方 とは

畢好の仕方が異な るので あ るg
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ローザ のアベイ ラ ビリテ ィー理論においては,金 融機 関の信用供与 の能力

と意欲の状態 が,た とえ多少 とも価格お よび賃金の下方硬 直性や投資 の利子

弾力性に対す る疑問 とか利子率 の硬直性 が存在 していて も,信 用 め アベイ ラ

ビ リテ ィーを変 化 させ る ことが で きるか ら公開市場操作 を 中心 とす る金融政

策が,金 融機 関の支払準備 ポジシ ョンや流動性 ポ ジシ 。ソに影響 を与 えて有

効 に働 くと説 いてい るのであ る。

5.金 融政策 の長期的課 題

、金融 政策 に長期 の成長促進効果 を期待す る主張は,そ の政策の効果が主 と

して民間資本形成 に影響を与 える点に注 目してい るので ある。

古典派 の経済理論は価格 中心の微視的理論 であ り,メ ヵ ニズ ムの理論 を 母

体 と した景気変 動理論であ った ことに対す る反省 と して,ケ イ ンズは 巨視的

集計 の方法に よ り経済学か ら価値 概念を追放 し,商 品相互の交換関係 として

の経済社会の概 念に代 えて,国 民 生産の概 念に よって国民経済 を全体 と して

の規模に おいて と らえ,経 済成 長概念を新 しい武器 と して登場せ しめたので

あった。

資源の完全利用 や労 働の完全雇用 は経済成長 の大前提 で あ る。 また成長率

の高い国ほ ど投 資の生産効率 が高 く資本蓄積率 も高 いか ら,消 費を抑制 し投

資を促進す る政策 も成長率を高 め るのに役立つ ので ある。それ故に トー ビソ

やサ ミュエル ソソの 唱え る 投 資に与 え る 長期的な効果を 検討す る必要が あ

る。今 日では政 策当局は財政金融政策に よって蓄積率に影響 を与 え,経 済成

長率 をあ る程 度変 え ることがで きるので あるが,国 際収支 の制約や成 長に伴

った多 少の物価上昇 を避け られ ない場合 も生ず るのは止むを えない。投 資は

主 と して消費 の増加率 に よって規定 され る とい う加速度原理の考 え方に立 つ

人 々は,新 古典派 の考 えを疑 っているが,そ もそ も金融政策の 中心課題 は通

貨 の供 給にあ るのであ るか ら,そ の政策原理は時代の変遷 とともに著 しい変

但 がみ られ るのは当然 の こζで あって,19世 紀時代では通貨 主義 と銀行主義
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に基づい て金融政策の 主た る 目標を 国際均衡 と 国内金融 との 調和に求 めた

が,第1次 大戦後の政 策原理は所得や支 出を重視 して,通 貨の価値 保蔵機 能

を 重ん じた結果,通 貨概念が拡大 され,第2次 大戦後に至 り新 しい通貨理論

が続 出 して古典派理論は ケイ ソズ理 論 と綜 合 され る新古典派 ・新 自由主義へ

の理論 を生むに至 った。他 方政策 の 目標 も財政 々策 を導入 して適正成 長や国

際収支 に重点 をお くこととなった。最近の金融政策 の復活 は金利を意 図的に

変 動 させ ることに よる貸 し手 の貸 出意欲を左右す る ことがで きるとい うロー

ザ効果の主張や,流 動性 ポジシ ョソを変動 させ ることに よ り,間 接 に総需 要

を規制 で きるとい う一般流動性効 果が重視 され て きた。 ここに おいて通貨の

再認識 と第2次 大 戦後 の新 しい経験は,金 利政策 よ りも公開市場操作 を重視

す るに至 ったのであ る。

しか し経済機構 を反省す る時に,新 自由主義の競争的市場機構 を生かすた

めには,金 融政策 の長期的課題 として,価 格機 構を通 じて資源 の配分 の能率

を高 める ことが成長 のための条件で あ り,資 金市場での金利 の 自由化 に よっ

て資源 の配分を適正に し,資 金 を最適に配分す る ことが成 長のための重要 な

課題 で あることを一層 重要視すべ きことはい うまで もない。

む す び

有効需要を適正な水準に維持 しなが ら,古 典派経済学が教 える経済合理性

を貫徹す る ことが,効 率的な経 済発展 のために最 も重要 な原則で あ り,需 給

調整機能 として価格 の もつ意味 を顧 みて価格 問題 を考 え,労 働市場の流動 化

を図 り,利 子率 の もつ資金需給調整機能の働 き うる機構を うちたて る努力に

全力 を注 ぐことが今 日の金融政策 の基本理念で ある。

国 内金融政策のなか で,物 価 対策を解明す るに あたって貨幣的要因説 と構

造的要因説が あ る。貨 幣要 因が投 資を経 由 して所 得 の増大 とな り,国 民所 得

の増加量が技術革新に吸収 されて,安 定 した卸売物価 水準を現 出す るの であ

るが,貨 幣的要因譜 は 貨幣供 給量 が 物価 高騰 の 要因で拳 るとい うのに 対 し
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な

て,構 造的要 因説 は貨 幣的要因を否定 しないが,貨 幣的要 因が投資を経 由 し

て超過需要 を生みだすか ら,物 価 高騰 の間接 的要因であ る構造的不調整要 因

の究 明の必要を説 く。

構造的要 因説 は投資乗 数の数値 の安定性 を実証 しなければな らないのに対

して,貨 幣的要 因説は貨幣 の所 得流通速度 の方が国際比較 的に も歴史的に も

安定性が あ ると主張 し,貨 幣供給の増加率 のあ る部分は経済の実質的成長 に

反 映 し,他 の部分は物価 の上昇 に反映す るのであ るか ら,こ の比率を調 査す

れば一応 の 目安 とす る ことので きる数値 を実証的に計算 して,貨 幣供給量 と

所 得流通速 度に よって国民所 得 の予測 も可 能にな ると主張 してい る。

ケイ ンズ体系に貨幣的要因説 を摂取 し拡充 化すれぽ,古 典 的経済理 論の数

量 説 とケイ ンズ体系 との統合が成就 され,そ の上で新古典学派 ・新 自由主義

の立場に立 てぽ,貨 幣的要因説 よ りも詳 しい経済成 長を安定 的に実現 しうる

政策 の立案が可能 である。

わが 国の経済成長に対す る第一 の制約要因は,国 際収 支の壁 とか天井 とか

いわれ てい るところの国際収支の変動 であ るが,貿 易立国のわが 国経済が 開

放 体制へ の移行に当 って,保 護貿易政策を とる ことは国内産業 の発 展を助成

す るものでは ない。従 って 自由経済 とは何 を意味 し,自 由経済が国民 生活 に

とって何故に有利 であ るか,自 由な国際経済が何故にわが国に望 ま しいのか

の問題 を充分に究 明 して,自 由経済の体制 を十全に実現す ることに対す る認

識 を深 め る必要が あ る。

新古典主義 ・新 自由主義 に関す る系統だ った解明の努 力が要請せ られ てい
け

るのを,自 覚 し意識す ることが 不可欠の事柄 であ るとわた くしは考 える。

多 量な外貨準備 の蓄積が ないわが 国では,金 融政策を手段 と してそ の犠牲

において国際収 支に対処せねば な らない。 さらに 自由多角的貿易の伸長を 目

指す 国際 的管理貨 幣制 度の確立に参与 して,自 由変 動為替相場制 度の実 現を

通 じて新 自由主義 の交 易秩序 を追求す ることが で きるので ある。国内の物価

の安定 と完全雇用 の実現 を 目標 とす る時は,国 際収 支の均衡を うるには為替
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レー トの調整に よって実現す るのが一番近道 であ り望 ましい方途 である。国

内の有効需要 が完全雇用 に,な い しは設備能 力が適正水準 を維持す るよ うに

コソ トロール され て,物 価水準 が 安定 した もとで 経済が 成長 してゆ くとき

は,外 国為 替の均衡為 替 レー ト水準 を維持す る ことが可 能 とな るのである。

最後に混合経済か新 自由主義か の問題を と りあげて筆 をお くことにす る。

新 自由主義に おいては,政 府は社会 資本や社会保障 の如 き公共 事業 を行 な

って,激 しい 自由競争 ので きる 自由な経済社会を建設 しなけれぽ な らない 。

人間の 自由な活動 に従 って新 しい創造に よる経済秩序 を建設す るのである。

そ のためには,金 利 の 自由化 こそが 自由経 済の一環 として必要 不可 欠の もの

とな るか ら,長 期的 な課題 としての 自由化措置 を 一 日も早 く講ずべ きであ

る。その場合利子率 の変 動が信用 の アベイ ラビ リテ ィーを変 化 させ るか,現

金残高効 果に よって所 得変動 に働 くか,通 貨 と実物 資産の ポー トフォ リオに

よる と考 えるか の理 論づけは議論 の分れ る ところであろ うが,経 済 の現実 の

決定に よるのが新 自由主義 の論理で あろ う。新 自由主義は古典派 のい う自由

経済 に対 して現実 にふ さわ しい 自己責 任のル ールを設定す る ことであ るとも

いって よいo

混合経 済の弁 証法 と新 自由主義 の社 会の創造 の論理 とは対立す る ものであ

ろ うか?競 争 の論理 ・政府 の介入 ・超国家的計画 な どについては,議 論す る

前 に古典派 の人 々の革 新学説 を想起 してほ しい。 さ らに創 造的破壊 とか,配

分原理 とかの経済哲学 を も省みて経済哲学 の必要を再述 して頂 きた く思 う。

日本経済 の現状につい て一言す ることを許 され たい。経済分析 におけ る マ

クロと ミクロの二律背反についてで あ るが,一一部 の人 々の間 では1920年 とか

1930年 の頃 の状態に至 ると悲観的恐慌来に おびえ る人 もあ るとい うが,失 礼

ないいかたで あるが,わ た くしは悲劇 なのか喜劇 なのか とゲ ーテの フ ァウス

トに問 うてみた い と思 う。

数字 の魔術に とらわれ ないで,古 典派 の 限界 生産力説を 再吟味 して 英 ・

仏 ・伊や米 ・西独 の先例 を よ く考 えて,新 自由主義経済 の生産 方式 を工夫 し
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てわが国の経 済を維持 し発展 を期すべ きであ る。狭 い国土,多 い人 口,少 な

い資源の もとでは,高 能率 の工業を競争 の原理に従 って育成 して,通 貨価値

の安定 の新経済哲 学に よ り,輸 出国 として財政金融制 度を確立 して開放体制

に立 ち向わね ぽな らない よ り手が ないでは ないか 。

日本の経 済成 長は,世 界 の どの国 よ りも高 く,個 人の貯蓄率が非常に高率

であ る点を今一 度みつ めて,自 由経済体制 の原理貫 徹の実現を期そ うでは な

いか 。金融政策 の役割 を じっ くりと改めて見直す ことであ る。




